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１．はじめに	 	 
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２．取得データの検討	 	 
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３．試験手法	 	 
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表−1	 試験手法と解析方法	 

 
	 	 	 	 	 	 図-1	 供試体 A	 	 	 	 	 	 	 	 図-2	 供試体 B	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 図-3	 供試体 C	 

 

  
図−4	 測定点の配置（供試体 A,B）	 	 	 図−5	 測定点の配置（供試体 C）	 

	 

図−6	 重錘	 
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４．試験結果	 

本報告では，衝撃弾性波

試験による結果とその分

析について示す．まず，試

験状況を図-7 に示す．重

錐 No.c(ハンマ)の打撃で

衝撃を入力し，加速度計に

より応答を計測する．また，

重錐に内設したセンサー

で入力値を計測している．	 

図-8 は，各測定位置で

のパワー伝送比と減衰率

の関係を示している．パワ

ー伝送比は，入出力全区間

波形のパワーの比により

算出し，減衰率は，打撃ピ

ークから 0.5ms 遅れた

0.5ms間の出力波形パワー

を入力全区間波形のパワ

ーで除した値としている．

図-7(a)に示す健全と想定

した供試体 A では，パワ

ー伝送比が-5±5(dB)，減衰

率は-15±5(dB)の範囲に分布している．従って，この空間より低いレベルに測定値がある場合には，健全度が高い可能

性がある．これに比べて図-7(b)供試体 Bは，同一空間にある測定位置がある一方，パワー伝送比が 10(dB)を超える測

定位置がある．それらの多くは，損傷が疑われる測定位置 11〜21を示す橙色のマーカーである．図-7(c)供試体 Cは，

測線によって結果が 2分している．供試体 Bの測定位置 11〜21と測線 L1は，パワー伝送比が 10(dB)を超える同様の

傾向を示していることから損傷が疑われる．測線 L2は，供試体 Aや Bの測定位置 1〜10の減衰率と同程度で， -15(dB)

以下に測定結果が位置している．次に，1/2オクターブバンド解析を用いて，各測点で得られた記録のパワー比をコン

ターで整理した図-8 を示す．縦軸は，分析バンドの境界周波数を示し，横軸には，測定位置を示している．また，コ

ンターはパワー比を示しており，パワー比振幅が 1/10になるように 20dB毎とした．(a)より供試体 Aの全測定位置で

概ね同じパワー比で分布している．(b)より供試体 Bの測定位置 1〜10，11〜21でパワー比の分布に違いがあり，測定

位置 1〜10の位置では，供試体 Aと同様なパワー比の分布を示し，11〜21では分布が異なり，さらに乱れが確認出来

る．図-8(c)では，パワー比のレベルに違いはあるが，供試体 Bの測定位置 11〜21と測線 L1が同様の分布を示してい

ると思われる．しかし，この結果は，パワー伝送比において供試体 B，Cで確認された関係と否定的となっている．	 

５．まとめ	 	 

日常点検の打音調査法の信頼性向上を目的として実施した試験より衝撃弾性波法による結果を示した．パワー伝送比

や減衰率により損傷箇所を検出できる関係性が示唆され，1/2オクターブバンド解析を用いると断面状態の変化を示す

可能性が示唆された．今後，指標値とした各値における損傷との関係を検討に対して，データを収集し分析する．	 
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	 	 	 	 	 	 	 (a)供試体 A	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 (b)供試体 B	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 (c)供試体 C	 

図-8	 パワー伝送比と減衰率	 

 
	 	 	 	 	 	 	 (a)供試体 A	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 (b)供試体 B	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 (c)供試体 C	 

図-9	 周波数応答分布	 

表-2	 使用重錘と質量	 

重錘No 質量(kg) 重錐落下試験 衝撃弾性波試験 
01 1.21 ○ − 
02 1.59 ○ − 
03 2.09 ○ − 
04 2.39 ○ − 
a 5.6 ○ − 
b 0.38 − − 
c 0.05 − ○ 

 

 
図−7	 衝撃弾性波試験状況 
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